
軍 関 係 者 と 物 理 学 会

阪大理 白 鳥 紀

日本物理学会 と軍 との関係が公的に問題と在 ったのは,い うまで もなく1967

年 9月の臨時総会からであるO 物理学会が主催して 1966年に鞄催した半導

体国瞭会議に米軍か ら8000ドルの資金が導入されたことについて開かれた こ

の総会は,次の様な決議を採択したo (以後決議第 与とい うことにするO)

｢日太物麺学会は今後内外を問わず,一切の軍隊か らの援助その他の一切の協

力舶係をもたないO｣

それ以来この決議の具体的な執行についての議論が舞V,ているO-方学 園闘

争の激化 とどもに自衛官の大学院入学反対などと並んで学会における軍関係者

の講演,参加に対する反対運動が各地でおこ少,それVC伴 って会場大学の関係

者カテ種々の､理由によって軍関係者の参加を拒否する稼学会に要望することが重

っているo従 って物 理学会として も早急に態度を決定すること蓉迫 られている

が,末だそれに到 っていないO

まず,臨時総会当時の高橋委員会をひきついだ伊藤委員会では一年間の討論

の末大略次の様な暫定処理案をきめたOi)+れは定款改正などはさしあたり考 え

ないとい う前提の下に, ｢物理学会の運営にたづされる機関,個人会費以外 の

運営のための資金; その他物理学会の公的活動に関係あることにかいては,翠

機関か らの援助その他一切の協力粥係を認めない,個人 としての活動について

は定款の喪神に従 って適否をきめるO｣ということを骨子とし,具体的に性別

刷代金を軍機関が支払 うことを認めないとか,物理学会が主催,英機,後援 ま

たは協賛す る国際会議では,組織委員その他運営にたずさわる者牽物理学会 が

自発的に選択するときには軍機関所罵者を一切認めないとかいうものであるo

ここで問顎になものは ｢健人 としての活動｣とは何かであ って,具体酌には

研究発表を認めるかどうかであるOこの点は伊藤委員会では結論を得覆いまま

次期の小林委員会にもちこされた ol)もっとも結論が全 くないのではな く,軍の

プロLyエク トで塗ることがあ さらかな場合 (その判断は論文の内容,謝辞その

他に よる)は認めないことが決定されているo Lかしこの判断の規準は おtHna1
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の 論 文 に つ い て は 適 用 で き て も 年 会 , 分 科 会 で の 講 演 に つ い て は 実 行 不 可 能 で

あ る ｡

さ て , 1 9 6 9 年 春 の 年 会 は 応 用 物 理 学 会 な ど と 合 同 講 演 会 と し て 東 大 本 郷

で 行 わ れ る 予 定 で あ っ た が , 東 大 闘 争 の あ お り 智 う け て 会 場 が 急 に 立 教 大 学 と

学 習 院 大 学 に 変 更 さ れ た O そ の 際 立 教 大 学 物 理 教 室 か ら 合 同 講 演 会 運 営 委 員 長

あ て に 下 記 の 要 望 書 が 提 出 さ れ た O

｢ 当 物 理 教 室 は , 日 本 物 理 学 会 と 応 用 物 理 学 会 の ｢ ′1 9 6 9 年 春 の 合 同 講 演

会 ｣ の 会 場 の 世 話 替 引 受 け て お り ま す O つ き ま し て は , こ の 合 同 講 演 会 に か い

て は , 軍 機 的 関 係 者 の 発 表 な ど の 事 態 が 起 き な い よ う に 物 理 学 会 が 十 分 配 慮 さ

れるよう,当教室会読の決議に塞き要望しますO｣

更に1969年秋の分科会についても,名古屋大学を会場として使用するに

ついて下記の要望書が物琴学会名古屋支部から提出され･他会場(金沢大学,
香川大学)もこれに同調した｡

して下さるよう要望しますC

1969年度秋,当地で開催の日本物理学会分科会において

1)軍機的関係の研究者が参加した研究(軍関係の資金援助による研究を含

む)の発表が行われないこと｡

2)軍機掴関係者が参加しないことO｣

これに対して物理学会要員会では激しい議論の末,1969年の年会,分科

会においては野地側の事情を考慮して軍関係者の講演または参加を見あわせて

もらうこととしたが,その際物理学会としての態度を定款改正も含めて早急k

決定することを附帯決議したOこれをうけて小林時務委員会は数度の議論の後,

内部対立を残したまま,①現時点で学会の運営上決議第5の精神にてらして卒
きらかに排除されるものについてはこれを明示し.･夢その他の点についてとく

に議論のわかれる様なケースについてはその可否を決定する方法を確立するの

が適切であるOという意見が多数をしめた.そして①にいうあきらかに排除さ

るべきものとしては伊藤委員会の案をほぼそのまま踏襲し,軍のプロi7エクト

研究であることがあきらかな研究の発表は認めないこととし,その判断の規準

として内容,謝辞の他に研究場所蓉つけ加えたO(防衛技研での研究はたとえ
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謝辞がなくとも軍のプロLTエ ク トの性格が強いのは当然であるO)また ｢研究

者が個人で行 った研究匠関する～限 り発表の権利を有す る｣とい っ牽表現は除い

た｡

この軍のプロジェク ト研究の発表拒否を年会,分科会での講演に適用するた

めには定款を改正しなければなら夜いO (現行定款第 11集.会員は,_本会の

催す各種の学術的会合 に参加し∴また本会の図書を閲覧することができる｡ 同

12条,会員は,会誌および欧文誌に.寄稿することがで きるOただし,やむを

得ないと認めた場合には,委員会はその掲載を拒み,または改訂を要求す るこ

とができるO これによれば Journalの論文掲載は拒否できるが年会,分科会へ

の参加は拒否で きない. 1969年の措置は臨時的でやむを得 ない もの と認め

られる, とい うのが法律関係者の意 見であったO)更に決議第 5の趣旨にそ っ

た前文を物理学会の定款に附加えることも提案されている.

この特務委員会案は 8月の委員会 議に提申され,賛否両論があ ったQ秋の分

科会の会場では公聴会 も開かれ,東京でも開催P予定であるが,結局未決定の

まま今期の西川委員会にひきつがれているO

現在までのところ,学会内部におけるこの問題の議論はあまり活額とはいえ

ない｡立教大学や名古屋大学か らの問題提起は,委員会での討論の過程で結局､

学生運動に対する自己規制の問領に寒小化されてしま った感があるO秋の分科

会で軍関係者を締出す ことについては,単導体,光物性,イオン結晶,量子エ

レク トロニクスの各分科の世話人が連名で委員長に対 し,インフォーマル ミ̀-

ティングでの議論に基き研究発表と学会参加に関して会員の所属機関の種別に

よる制限を一切行わなV)ことを要望 しているOまた物性若手グループは1969

年 8月の総会で決議を行 って軍関係者の学会か らの排除を要望した . その他い

くつかの大学研究所では会員の集会で意見をかわし,それが委員会議の席上報

告されてい るOしかし一般的には学会よりは大学の問題の方が前面にでて人々

の注意を惹いて高一る様にみえるO

上にのべた特務委員会案に対しては,物理学会は物理学の問題だけを純 粋に

考 えていればよい･ とい -た反対意見が委声会議の席上などで述べ られていi)o
Lかし,半導体国際会議-の米軍資金導入以来問題 とされてきたのは,ま さに

その ｢政治ぬ きに物理の ことだけを考え｣てする行動の もつ政治性であった0
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8000 ドルの米軍資金によって半導体国際会議が軍事科学のための会議に夜

?たなどとは誰 も考えないのであって,いわば純粋に会議の成功のために米軍か

らでもカネを貰う,ということのもっ政治的意味,乃至物理学者の姿勢が糾弾

されたのであった｡軍のプロLyェク ト研究 (それが必ずしも所謂 ｢軍事科学｣

でないことは,アメリカの軍の研究所での研究,あるいに軍と契約して援助奪

うけている研究をみればあきらかである)の学会での発表,あるいは軍関係者

の学会参加の問軍も,この様な ｢純粋｣科学のもつ政治性に対する認識の問題

として考えられなければならないOとしてみれば,これは全国の学園闘争で提

起された問題と共通の側面を含んでおり,臨時総会以来の2年間に大学でかこ

り,.またはかこらなか ったことをふまえて,あらためて問題とされなければな

らないO

ことは我々物理学を学ぶ者にとって根底的であり,かつきわめて政治的であ

るoしかも嘩静的には早急に結論を出さなければならないO各地で激 しい討論

のおこること管希望する次第である｡
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2) 委員会における討議VCついては,各委員の手許にある要員会議決議録

(会誌にのる報告の原版)に詳 しいO特に8月aj245, 9月の 244回

要 員会議で特務委員会案についての議論が行われたO

物小委 (10月19日)の-委員によるまとめ

歴大理 井 上 政 義

我々の未来を大 きく規定しようとする体制の動 きが煮詰ま って きた折り,こ

れを曝 零 し総力を挙げてこの体制の動 きを阻まんとする t蟻烈夜斗争 廿の碁開
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